Decision-making and interorganization structure by 清家 彰敏
意思決定と組織間構造
清家彰敏
1 .緒言
市場と組織の 2概念で産業，企業経営が分析された時代は終わろうとしてい
る。市場概念で説明しうる市場は極めて理念的には存在しうるが，現実的には
産業，企業経営は組織構造でその多くが説明されようとしている。ハイエク等
の市場経済と競争の概念が論じられる中でも基本的には，この構図”潮流”は
変化していない。本稿はこの考えに立ち，理念的概念としての市場と企業組織
の聞を分析する概念としての組織間関係を問題とする。市場の組織化と経営戦
略に関する概念として，もっとも政治，経済的に議論されるのはスタンダード，
特にデファクトスタンダードである。これは，広範囲な空間的・時間的被覆を
その意思決定の対象とするものである。それに対して，ビジネスプラットフォー
ム（清家， 1998）は局在する空間・時間的存在を問題とするものである。本稿
は組織間関係論によりスタンダードとビジネスプラットフォームを分析し，組
織間構造が意思決定とどのように関係，交互作用がみられるかについて通時，
共時的に考察する。デファクトスタンダード等のスタンダード戦略が市場組織
化の構図であり，よりローカル化した地域開発小売等の販売といった局在にお
いてはビジネスプラットフォームがその構図となる。
2. 日本型組織間関係の史的考察
日本型組織間関係は 70 年代以前はその形成過程と位置づけられる（清家，
1995), 80年代は，米国をはじめとした世界経済への日本型組織間関係の挑戦過
程，また米国等による日本型モデ、ルの相互学習過程として位置づけられる。“系
列”と呼ばれるこの日本型組織間関係は， 5 つの特徴を持っている。その特徴
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は (1 ）企業間関係が長期的であること，（ 2 ）系列参加企業の製品開発過程が
オーノ守一ラップ，または同時並行あること，（ 3 ）企業間関係で提案・応援・横
断的会議・同名部門による情報共有化といった制度が存在すること，（ 4 ）企業
規模等で系列企業問構成員に所得格差があること，（ 5 ）企業を超えた学習，改
善のグループイノベーションシステムが存在すること，等である。
この特徴をウィリアムソン他は主に取引コストの視点で分析した。企業間関
係は米国等においては一般に短期である。したがって，すべての企業は営業部
門，倉庫等を十二分に持たなければならず，この結果取引コストは大きくなる。
また大規模な長期投資を行う意思決定を避けることになり，長期的な製品と技
術の育成が困難となる。日本企業は数十年の長期的関係をグループ。各社間で、持っ
ており，この結果，不要な営業，倉庫，また取引停止等に備えた”保険的”投
資を行う必要がなくなり，グループ全体として取引コストが低下し，結果とし
て投資総額が全体として低下し，安く商品を消費者に提供できることになった。
このモデルの極致として世界中が学習対象にしたのがトヨタ生産方式（リー
ン生産方式）である。この長期的関係が，オーバーラップ開発，コンカレント
エンジニアリング（提案型同時並行開発）等の日本型組織間関係（製品開発・
生産の組織間関係）であり， 70年代に衰退傾向にあった米国企業は80年代世界
のいたるところで日本企業に駆逐されていった。
日本型組織間関係の 90 年代
この米国の苦境を救ったのが，日本型経営からの学習である。「リエンジニア
リング」の理論と手法は日本型組織間関係，日本型経営からの学習の結果とし
て登場したが，次々米国企業を変化させていき，日本企業まで学習することに
なった。リエンジニアリングは日本型経営にはない特徴をもっていた。それは，
日本型組織間関係が長期的関係によって取引コストを低下させていたのに対し，
情報システムによって取引コストは同じように低下させることができる点にあっ
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た。電子メール網で、もっとも安く良い品質の部品を提供できる相手企業を瞬時
に発見できるのであれば営業，倉庫等のコストは大幅に低下する。取引コス
トは長期的関係を持たなくても低下するということの発見がリエンジニアリン
グであった。この結果，長期的関係を特定企業との聞に持たなくてもよいこと
になる。
米国はこのリエンジニアリングの大きな成果等で復権していった。逆に日本
は，情報化への対応の遅れと，グローパルスタンダードに対応できない多くの
システムが日本型経営，特に非効率産業に多いこと，消費税の導入によって系
列，流通システムが崩壊しはじめたこと等により，衰退した。
組織間関係における事業創造関係モデル
事業創造は，成熟する先進国経済を救済するキーワードとして， 80年代以降，
急速に注目されることになった。特に，米国経済を 90年代に復権させたのが，
大企業においてはリエンジニアリングであり，経済全体としては，シリコンバ
レーに象徴されるベンチャー事業創造であったといわれている。シュムベータ，
ガルプレイズの仮説であった「先進国経済においては大企業システムがイノベー
ションをもっとも効率的に行いうる j は現在否定される傾向にある。事業創造
が比較的小規模のベンチャー企業に担われることを分析したのが米国において
はシエラー，日本においては寺本義也である。
したがって，事業創造，イノベーションはベンチャー，企業内ベンチャーに
よって担われることが合理性を持つので、あれば，それに対する組織的工夫が重
要になる。その答えとして90年代後半に登場したのがソニーグループ，カンパ
ニー制で、ある。これは l 千社の組織間関係とカンパニー制で成立する組織間関
係であり，ソニーの成功の根源といわれることになった。この組織間関係の鍵
は従来の組織間関係理論で主流であった資本関係，資源補完関係のモデルでは
なく，事業創造関係モデル（清家， 1998）によっていることによる。この事業
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創造関係モデルは知識創造・組織学習・プロデユース理論等で構成されるもの
で，新しい組織間関係モデルとして， 21世紀のパラダイムのーっとなる可能性
を持っていると思われる。この組織間関係の場における，市場とその市場にお
ける意志決定について考察してみよう。
3. 市場における競争的意思決定とスタンダ－ド戦略
l ）生産と商業の意思決定
ヒックス（ヒックス， J 『経済史の理論』）によれば 生産に関わる労働力の
配分・利用は市場原理に適合しないか，適合するにしても困難がともなう。つ
まり，下記に述べるように生産は長期的な視点を要求し，商業，市場はより短
期的な原理で形成されている。これを繋ぐものとして登場したのが， ドイツの
銀行に代表され，シュムベータ等によって支持された産業基盤を形成する存在
としての金融業の概念である。この観点からスタンダードを問題にする。
商人の行動原理は，自らの費用，判断で離散した物産やそれに対する需要に
ついて情報収集を行い，売買して利潤を上げる， といったものである。この行
動は基本的には情報，取引，利潤の独占を多くの場合指向しがちである。この
私的欲求は機会主義的行動等の原因となり，長期的投資による大きな利益の獲
得よりは短期的利益を目的に商人の行動は行われることになる。
一般的に商人の行動は他の商人がその取引ルートを後で利用できるという意
味で公共財としての価値を持ち，市場という制度が形成されることになる。商
品取引が拡大すると信用取引が発生，拡大し，より信用力のある金融仲介を専
門とするものの登場により金融業，金融市場が形成されることになる。
この商人，金融業者による市場の支配原理は情報収集力と短期的な利益の追
求である。
商業に比べ，生産は初期段階では一般に高い収益を期待できない。技術・設
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備・人材へのかなり長期の投資が生産システムが高い収益を生むようになる基
本的で一般的な条件である。この原則は重化学企業だけでなく，情報化の進展
によって設備投資の負担が軽くなっているコンビュータソフト企業においても
例外なくあてはまる。また，生産は商業に比較して空間的・時間的みて固定的
環境で行われる。その結果，生産における機会主義的行動は商業に比較して多
くの場合長期的には成功しない。このため生産は長期的利益を目的に行われる。
2 ）意思決定とスタンダード
スタンダードは市場と 組織間関係における意思決定を問題とする際，最も
注目されなければならない概念である。本稿では「グランドスタンダード」概
念をスタンダードの中核概念として仮講して，論じる。
グランドスタンダードはスタンダード群の基礎となるスタンダードといった
概念である。マイクロソフト社のデファクト・スタンダード群であるMS-D 
OS, WINDOW S シリーズは，構成・内容，形成過程，戦略過程で多くの
共通点を持っている。その共通点は，「ソフトの開発における提案型での商品販
売・その後の学習改良過程の類似性」である。この過程がグランドスタンダー
ドである。共通点のうち，スタンダードとして概念規定できる概念の内に，グ
ランドスタンダードが含まれている。グランドスタンダードによって一連のス
タンダード群は形成される。そのため，スタンダード戦略は予測でき，競争企
業は，その裏をかくことが可能となる。わかりやすい事例としてのグランドス
タンダードの典型は 法律の世界では「憲法」であり スタンダード群は「法
律」である。法律は憲法の下位ルール，実行則群として規定される。また，こ
のグランドスタンダードは過去のグランドスタンダードを継承することが知ら
れている。法律が過去の憲法の影響を受けて形成されるのと同様である。スタ
ンダード戦略は多くの場合，環境との交互作用で形成される。しかし，グラン
ドスタンダードはその形成は，演緯的であり，戦略担当者の個人的信念に依つ
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ている。スタンダードとグランドスタンダードを区別して，取り扱う意味は，
スタンダードを所与のものと考えず，操作性を持つものと考え，過程的に扱う
ことにある。
タイプ 1
グランドスタンダード→自己組織型スタンダード→グランドスタンダード→企
画型スタンダ←ド
タイプ2
グランドスタンダード→グランドスタンダ←ドの更新→企画型スタンダード
グランドスタンダードとスタンダードの関係は，新たな戦略の視点、を構成す
る。グランドスタンダードもスタンダードもどちらもクローズ，またどちらも
オープンである戦略が存在する。スタンダードとグランドスタンダードをオー
プンとクローズに分けることにより 4 つの戦略が生まれることになる o aつ
は，クローズ・クローズであり，二つはクローズ・オープンであり，三つはオー
プン・クローズであり，四つはオープン・オープンである。図 I はそれに企業
を当てはめたものである。
グランドスタンダード
オープン
クローズ
マイクロソフト サンマイクロ
松下電器 システムズ
トヨタ
I BM ソニー
本田技研
クローズ＜一一一＞オープン
スタンダード
図 1 グランドスタンダードとスタンダード戦略
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グランドスタンダードは 3つの型があると考えられる。「目標規定型j 「過程
拘束型」「行動原則型」の 3 つである。目標規定型は，米国企業に多く， ・定の
理想、をグランドスタンダードとして共有するといったものである。過程拘束型
は日本型企業に多く 前述のトヨタ自動車がその典型である。グローパルスタ
ンダードとなったトヨタ生産方式におけるメタトヨタ理念といった概念はグラ
ンドスタンダードである。トヨタ自動車の大野耐， a元副社長他がし 3 う「状況が
変われば，まったく違うトヨタ生産方式ができる」，これがメタトヨタ理念であ
る。
行動原則型はソニーに事例がみれる。「フェアJ 「グローバル」「ミラー効果」
「ドリーム・カムズ・ツルー」「愉快工場」といった行動原則がグランドスタン
ダードであり，ソニーの行動原則がソニーに関するスタンダードを形成する。
3 ）戦略の軸の転換とスタンダード
戦略の軸の転換とは，競争優位を形成する企業及び組織構成員の行動原理が
大きく変化することを意味する。具体的には転換以前の原理では利益をもたら
さない行動が，利益をもたらし，利益をもたらした行動が利益をもたらさなく
なる状況変化を創造する行為である例ー I ）。史的に事例を考察すると，以下の 2
つの事例が挙げられる。 1970年代アラプ産油国は石油ショックを起こし，石油
の値段を高騰させ，需給を逆転させ，石油の市場を創り上げた川2）。この結果，
石油を基軸とする意思決定が戦略の軸となり，世界経済の戦略の軸は変わった
のである。同様に80年代以降，米国はソフト市場を創り上げ， 90年代にソフト
経済による経済成長を可能にした（河川。その結果，それまで開発費用の対価さ
え獲得できなかった原価割れのソフトの価格は数十倍に高騰し，ソフトの総価
値は他の経営資源に比較して桁外れの拡大となった。石油と同様にソフト経済
が米国を中心として形成されたのである。
1970年代までの米国の経済における覇権は， 80年代，日本の登場によって大
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きく揺らいだ。 70年代の経営戦略のパラダイムは「消費の予測・計画」の概念
である。それが80年代， トヨタ自動車，松下電器を中心とした「消費者志向・
品質向上」の概念へ大きく転換した結果である。このことは戦略の軸の転換（パ
ラダイム転換）がいかに大きな意味を持つことを意味している。次いで， 90年
代は再び米国の時代となった。これは80年代の戦略の軸が再度転換したことを
意味している（削）。
上記のような戦略の軸の転換の概念をもとに，世界経済におけるデファクト・
スタンダードの意味を論じる。
デファクト・スタンダードは形成過程で 2つに分けることができる。それは，
(1）環境決定的なデファクト・スタンダードである事例，（2）スタンダード自
体がデファクト・スタンダードの要件を備えていて，必然的にデファクト・ス
タンダードになってしぺ事例，である。前者を「自己組織型デファクト・スタ
ンダード」，後者を「企画型デファクト・スタンダードJ と規定する。前者，後
者の事例としては， 1990年前後の， NE C の P C980 0 シリーズとサードパー
ティの関係でみることができる。 P C980 0 は最初自己組織型デファクト・
スタンダードとして成立した。しかし，そのスタンダードとしての成功と，ソ
フト提供の周辺企業サードパーティが形成されると，今度は企画型デファクト・
スタンダードとして， P C980 0 は市場ヘ提供された。また，マイクロソフ
ト社のW INDOW S も同様で、ある。
次に，産業組織論で討議されてきた産業基盤，イノベーション論で取り上げ
られたデファクト・スタンダード 制覇型産業基盤を統合して論じる。
産業基盤の形成は上記のすべてが問題となる。基本的にこの産業基盤の形成
は，多くの起業家に機会主義的行動を起こさせないことにある。長期的投資行
動の動機が失われることがにように産業基盤ヘ投資しなければならない。過剰
な環境の変化とか投機的行動の多発は，長期的投資行動より短期的投資行動を
選択させることにつながる。
産業における広義の産業基盤は大きく 3種類に分類できると思われる。世界
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標準，国家が整備する産業基盤といった誰もが認める基準に基づく産業基盤で
ある。 IS014001 といった国際規格がその典型である。また貨幣制度といったも
のも広義には含む概念であり，公共型産業基盤と規定する。それに対して，ほ
ぼ公共的産業基盤と同じほどの被覆でありながら，多くは民間企業等の創造し
た産業基盤であることが多いのが，デファクト・スタンダードである。事実上
の標準（デファクト・スタンダード）といった「制覇」の原則によって形成さ
れる産業基盤である。制覇型産業基盤と規定しよう。
公共型産業基盤は，公創型スタンダードで，協議，計画，トップダウンといっ
た原理で，形成，普及される。それに対して，デファクト・スタンダードは独
断的に形成され，競争的に選択され，自己組織的に市場・産業組織が構成される。
公創型スタンダード，デファクト・スタンダード，ビジネスプラットフォー
ムは，時代とともに，その占める役割が大きく変化してきている。 1970年代は
米国を中心に世界は公共型スタンダードの時代であった。米国では，政府が産
業活動にネガティブな各種法律・規制を公創型スタンダードとして形成した。
これが産業の衰退を加速したことは衆知のとおりである。80年代，世界はデファ
クト・スタンダードの時代へと変化し マイクロソフト等のデファクト・スタ
ンダードが米国の経済を再び活性化することになった。政府はこのデファクト・
スタンダードを国家として支援した。 90年代はデファクト・スタンダードの時
代といわれた。米国経済の成功を背景に，米国のスタンダードは世界のデファ
クト・スタンダードとなり，グローバル・スタンダードとして世界を席巻しよ
うとしている。
21世紀は，環境破壊などの深刻化とともに，再び，グローバルな視点で、の公
創型スタンダードの時代になると思われる。また，グローパルと逆のローカル
な地域の時代でもある。その地域の時代において，大きな役割を持ってくるの
が，ビジネスプラットフォームを作り上げるスタンダードの問題である。
スタンダードは，国家単位，経済単位，民族単位で技術的経緯，歴史的背景
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を持ち，徐々に形成，改変されてきたものであると考えられる。したがって，
スタンダードは必然的に技術的偶然文化的要因に大きく規定されることになっ
た。グランドスタンダードはスタンダード群の基礎となるスタンダードといっ
た概念である。 ground standard は standard群の土台になる standard と規定す
る。マイクロソフト社のデファクト・スタンダード群であるMS-DOS, W 
INDOW S シリーズは構成・内容，形成過程，戦略過程で多くの共通点を持っ
ている。したがって，その戦略は予測でき，その裏をかくことも可能である。
本稿は，このW INDOW S といったスタンダード群を作りだしてきたスタン
ダードが，マイクロ・ソフト社のビル・ゲーツ社長の思考・発言・会話・行動
原理の中から抽出で、きること，そしてそれがマイクロ・ソフト社とそのサード
ノtーティ群に共有されているとの考えに立っている。このようなスタンダード
をグランドスタンダードと定義する。
グランドスタンダードは，明示されているときも，暗黙知であることもある。
グランドスタンダードと意識されていないことも多い。 トヨタ生産方式は世界
のグローパルスタンダードとなりつつある。それはトヨタの元町工場で始まり，
トヨタ社内に次々，「後工程引き取り」，「カンパン方式J ，「多工程持ち」，・
とトヨタ生産方式のスタンダードが構築されていった。しかし， トヨタ生産方
式の”発明者”の大野耐一自身の中で，グランドスタンダードの明示化は遅れ，
現在でもそのスタンダードの多くは，暗黙知としてトヨタ自動車の構成員の暗
黙知として伝承され，保持されている。トヨタのグランドスタンダードの構成
原則の一つである「欲求が強い側の人間に必ず仕事をさせよ」といったスタン
ダードは，表現も暖昧であり意識していないトヨタ自動車の構成員も多い。し
かし，スタンダードのメタ概念として，確実にトヨタの中にグランドスタンダー
ドは存在し，継承されてきており，競争企業にとって戦略の対象となってきた。
グランドスタンダードの要件は 連続性・一貫性に特徴がある。このため，
内部組織のみならず，組織間関係で共有することが可能となる。また，グラン
ドスタンダードはスタンダード形成の基本原理であるため この原理に従う限
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りにおいて，スタンダードにーイ貫性を与えることができる。スタンダードの形
成の時間，労力が節約される。グランドスタンダードの典型は，法律の世界で
は「憲法」であると考えられ，スタンダード群は「法律」であり，法律は憲法
の下位ルール，実行則群として規定される。このスタンダードに関する意志決
定の場は，以ドの市場の組織化の論理で拘束される。
4. 市場の組織化とリーン生産方式
1 9 0 8 年に米国でT型フォードが登場するまで，すべての自動車は手作り，
熟練，暗黙知の世界で作られていたのである。フォードは当時の米国のごく普
通の消費者「農民」を対象にT型フォードを大量生産した。このT型フォード
は任換性がi高く，単純で，取付が容易な部品ですべて作られており，熟練作業
者でなくても組み立てられ，部品の取り替えも楽に出来た。かつてのような現
物合わせで，その都度削って部品を組み合わせるといった手間のかかる作業は
A掃されたのである。
ドミナントデザインとしての T型フォードの登場である。これ以降， T型
フォードとその生産システムは暗黙知を次々形式知として表出化させる。また，
自動車産業としてこれらの形式知は結合化され規格の体系が形成されることに
なる。
T型フォードから生まれたフォードシステムは 基本的に 1 9 7 0 年代まで
挑戦者を持たなかった。フォードを駆逐して世界一の大企業になった GMは単
－··－~車種大量生産のフォードにたいして，フルライン戦略をとって多くの車種を
生産したが，基本的にはフォードシステムを多車種において適用したものと理
解できる。
そのフォードシステムへの挑戦者が，リーン生産方式を生みだしたトヨタ自
動車等の日本企業である。このリーン生産方式は従来のフォードシステムと多
くの点で異なっている。
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1 9 6 0 年代の自動車産業の急成長期，タイヤ，鋼板，電気製品，プラスチッ
ク加工業者，機械メーカー， AV機器メーカー，ガラス会社など，あらゆる企
業が自動車に関心を持った。そうして，厳しいコストダウンと技術力の向上の
要求に耐えた企業が，現在自動車企業のリーンネットワークを形成したのであ
る。この自動車とそれを取り巻く多くの産業との関係は，ほとんどが持ちつ持
たれつの極めて密接な運命共同体といった関係である。この点で，自動車産業
と他の産業とは意識がまったく異なる（清家， 1995 a ）。
ヒッペルの研究は，長い間，信じられてきた製品のイノベ←ションは典型的
にはその製品を作っているメーカーによって生み出される， といった考えを大
きく変化させた。ヒッペルによるとイノベーションのプロセスはそのユーザー，
メーカー，サプライヤーなどの聞に広く分布している。
ヒッペルはユーザーを「イノベーションを使用することから便益を得る存在」
と定義する。メーカーは「イノベーションの結果 革新的なものを作ることか
ら便益を得る存在J であり またサプライヤーは「革新的なものを作るのに必
要な部品や材料を供給することによって便益を得る存在」である。
航空会社は飛行機のユーザーで、あり，既存の飛行機から得る便益（および革
新的な飛行機から期待できる便益）は飛行機を使用することから生じている。
飛行機メーカーは飛行機を作りそれを売ることから便益を得ている。革新的な
飛行機を作れば，メーカーは売上増，利益増ということで便益を得ることが出
来る。
ヒッペルによると「企業はイノベーションのレント（利益）に関して，イノ
ベーションの費用の最小化とイノベーションの収益の最大化を求めて戦略を行
う。」その事例として，ボーイング社がもっと燃焼効率の良い新しい航空機を開
発しようと決めた場合，プロジェクトの支出の一部を部品のサプライヤーに負
担させ，ユーザーに価格を上げることを交渉する，だろうとしている。
日本自動車産業のコンカレントエンジニアリングにおいては，トヨタ自動車，
日産自動車，ホンダ等がグ、ループを挙げて激しい同質化競争を繰り広げており，
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イノベーションのレントに関して，ユーザーに価格を転嫁することは極めて難
しい。したがって，トヨタ自動車，日産自動車等の組立企業にとって，イノベー
ションの費用の最小化を目指す対象は，もう一つの方向，サプライヤーに向か
うことになる。
それは，ヒッペルのボーイングの事例のような，支出の一部をサプライヤー
に負担させるといった低い水準の関係ではなく，開発分担（ネットワークイノ
ベーション＝イノベーシヨンのネットワーク化によるイノベーションの分業）
となる。
フォードシステムから大量生産方式がはじまったのではない。フォードシス
テム成立以前に「アメリカ式生産方式」と呼ばれ，互換化，標準化によって大
量に製品を生産する方式がアメリカ合衆国で成立していることが，ヨーロッパ
諸国でかなり広く知られていた。フォードシステムは，アメリカ生産方式の形
式知を広く結合化して成立していた社会の知を背景にしている。この形式知を
内面化して自動車生産に応用し，アメリカ式生産方式の完結度を飛躍的に高め
たものとしてフォードシステムは登場した。
トヨタのカンパン方式の本質を以下で、分析してみよう。商品を単純に4つの段
階に分ければ，商品の企画から，工場を経て，販売員，そして最後に消費者へ，
と渡ることになるが，それぞれの段階で実際の工程を決定するものは何であろ
うか。
ここで商品の流れとは逆方向の流れを見てみよう。すなわち，販売員は消費
者（お客）の言う通りにし，工場の人はその販売員の言う通りにし，商品の企
画もその工場が言う通りにする。こうした「前工程が後工程に学ぶJ システム
ならば，市場の求める商品を作るために，計画はおろか社長さえも必要がなく
なる。ここでは「素直さ」こそが要求され，その条件を備えるならば優等生で
なくても計画が立てられなくても構わないことになる。松下やトヨタは，お客
から学ぶというこの姿勢で勝ったのであった。そしてこれは，日本だけが実現
させた，優等生も天才も大経営者も計画さえも不要な世界初の近代組織だった
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のである。
トヨタと松下との聞にも違いは，ある。それは「欲しい人にやらせるかどう
か」の点にある。さきにも延べた通り，「お客のことを大切に，前工程も大切
lこ」という点に関してはトヨタも松下も同じである。しかし，もう少し進めて，
一番欲しがっている人（お客や前工程）に「（仕事を）やらせる」という思想を
トヨタは持っている｛間）。
「前工程は，後工程に学べJ。こういった特徴のトヨタや松下という企業の組
織では営業組織や生産組織が極端に発達する。その理由は，情報や知識が入っ
てくる窓口がすべて営業から続く後工程となるからである。一方の東芝などの
企業の組織では，研究開発組織や本社機能が発達する。これは対照的である。
「知識を生産する手段としての組織」においては，知識は情報と問題解決，そし
て学習（組織学習）によって創造され，この“窓口”が，その組織を支配する
と思われるからである。
歴史的に見てみる。松下やトヨタは営業組織から始まり，東芝や目立は研究
開発組織から始まる。これは1960年頃を境目に変わっていったとされる。そし
て，営業組織から始まった松下やトヨタは研究開発組織から始まった東芝や目
立よりも成功した。 1970年代において， トヨタや松下が他の企業や海外にさえ
も日本型モデルとして影響を与えるようになる。東芝や目立も 1965年頃から松
下の，その営業組織を中心としたモデ、ルを学習するようになった。日産もまた，
1970年代以降はトヨタ生産方式の影響を受け，その学習を始めた。
次に， 1970年代には家電が， 1980年代には自動車が海外へと進出した。ここ
で， トヨタや松下のこの「計画の不要な組織」は海外をも驚かせたのである。
アメリカは「リーン生産方式」を研究し， MIT とハーバードはそれを 1989年に発
表し，世界は新しい時代に入ったのである。
トヨタや松下がリーン方式を採用すると次いで， トヨタや松下と取引のある
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企業が取引を通じて影響を受けることになる。その結果， トヨタのグループや
松下のグループは30万人規模の「リーン組織」を形成するに至った。このリー
ン組織は市場を組織化していった。計画や支配などによらず，学習と創造の関
係であり，「関係（つきあい） J が人間の聞を伝わることになる。とくに海外が
最も驚いた点は，計画や支配を必要としない，というこの点であった。
リーン組織の前のモデ、ルであった T型フォードの成功は部品の互換性を高め
たことと，作業の互換性も高めた結果であった。 T型フォードのハイランドパー
ク工場の組立工7000人は， 50種類以上の言語を使う集団で，英語をろくに話せ
ない人も多い寄り合い所帯であった。したがって，作業の細分化，単純化を極
限まで進め，一人に I つの仕事だ、けを繰り返し，反復作業させたのである。
次に，ベルトコンベアを導入し作業者は単純作業に専念させ，自動車は次々
驚異的なスピードで生産されていった。 1920年代初めには年産200万台に達し，
価格は1908年当時の 3分の l に低下させることができた。
この生産を支えたのが単能工作機械であり，作業者を単純作業に専念させる
細かい分業とそれを繋ぐベルトコンベアである。分業は徹底させ，職務，情報
は完全に分かれる。作業と技術，管理は完全に分かれ，作業者，技術者，管理
者は自身の職務のみ遂行し互いに干渉しないため，それぞれ専門を確立するこ
とが出来る。
T型フォードとベルトコンベアーによってドミナントデザインが形成された
結果， ドミナントデザインと各種資料が形式知として産業内に移転することに
なった。そうして，これらの形式知は産業内で結合化され規格の体系が形成さ
れた。この規格の体系は各事業者によって内面化され新たな暗黙知を生み，競
争は新たなフェーズへと移ることになる。自動車産業は手作りと高度な熟練の
競争から大量生産と単純作業の競争（規模の経済）へと展開することになった
のである。
上記の米国東部の製造業のイノベーションを説明し，世界の製造業の成長モ
デルとなったのはアバナシーモデ、ルで、ある。このモデルで、は自動車産業までを
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説明できると思われる。この後 西部のシリコンバレーが事業創造のプラット
ブオームとして世界中の注目を集めた。シリコンバレーにおけるイノベーショ
ンの成功に基づくシリコンバレーモデルはハイテク産業のモデ、ルと規定できる。
このモデルと並存したのがリーン組織である。これらは新しい企業の企業間競
争，戦略提携の場であると同時に実は産業基盤創造でもあった。 2つのモデル
が実は同時進行していたのである。次にローカルな場とその場での意思決定を
問題とする。
5. 新組織間関係モデルとしてのビジネスプラットフォーム
1 ）ビジネスプラットフォーム創造と意思決定過程
「産業基盤」は政府，地方自治体等によって創造されるものを一般には指して
いる。それに対し，主に民間企業，芸術等の団体，ボランタリー， NG O等が
創造し，競争的に企業，個人を呼び込み，学習し，創造活動を共有し，競争し，
発信する場，これを「ビジネスプラットフォーム (itG）」と規定する（清家，
1997）。現在の巨大化，グローバル化した経済では政府等の役割は相対的に急速
に縮小しつつある。
ここで社会の課題となるのが，ビジネスプラットフォームの創造（清家， 1998)
であり，事業型産業基盤（事業基盤）という日本語がもっとも近い概念である。
これはある特定集団に対する被覆を特徴とする。この特定集団を「地域J とい
う概念で規定すれば，地域は 3種類に分かれる。「空間的地域」「バーチャル的
地域」「時間的地域」である。空間的な地域の代表は村とか町内とかいったもの
である。バーチャル的地域はマニア集団とかであり，広く考えれば「産業J も
ノてーチャルな地域で、ある。第 3 の事業型産業基盤としてのビジネスプラット
フォームをいかに 3 つの地域に作り上げるかが以下で問題となる。
時間的地域は過去の歴史的存在と文献，遺物，伝統，文化を通して交流する
「t也域」である。伝統芸能の伝承集団などはそれであり，コンテンツビジネスの
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多くの対象は時間的地域である。構成員が死去していようが， 5 百年まえの観
阿弥であろうが，現在の人間よりはるかに過去の人間の方が大きな役割を占め
ていればそれは「時間的地域J である。未来も当然，時間的地域を構成する。
環境問題の市民グループなどは未来の「子どもたち」の概念が主要な役割をな
すかもしれない。これらの被覆する存在がビジネス・プラットフォームである。
ビジネスプラットフォームの概念と機能
ビジネスプラットフォームを形成するスタンダードは「市場の原理」と「創
造の原理J の弟離を繋ぐ産業基盤である。短期的意思決定を行う市場の原理と
長期的意思決定を行う創造の原理を調整する存在が産業基盤の概念である。こ
の事業産業基盤ヘ投資を行い，そこにマルチメディアの創造者，起業者，商業
者を呼び込むことが地域の利益と一致し 事業活動を成立させる。下記の多
くの企業，団体はそれぞれの地域に資本，経営資源を投下し，ビジネスプラッ
トフォームの形成を行いつつある。市場（商人）と創造（生産）のジレンマが
解消され，多くのプレイヤーをゲームの場に呼び込もうとしているのである。
米国に比較して日欧は技術，生産，科学で比肩しうる水準にある。しかし，
米国にマルチメディアで日本，欧州は10年単位で大きく立ち遅れたと言われる。
ところが「井戸端会議」，サロントーク等の文化とコミュニティの歴史をみるま
でもなく，本来メディアにおいては日本・欧州｜・東アジアはかなりな成熟を示
していたと考えられる。メディアにおけるプラットフォーム，特にパソコン・
通信システムの体系的な構築といった面で大きな立ち遅れがみられたが，メディ
ア自体の社会的成熟において遅れているとの指摘はあたらない。むしろコミュ
ニティの微妙な儀礼，作法等の歴史は日欧におけるメディア文化の米国が決し
て追随し得ない豊かさを感じる。したがって，日欧そしてアジアにおいてメディ
アのプラットフォームの国家等による体系的整備起業家によるビジネスプラッ
トフォームの競争的形成がおこれば，米国以上の豊かで，奥行きを感じさせる
マルチメディア社会，経済が創造できるのではないかと思われる。
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ビジネスプラットフォームの機能
a般に，個人は社会との関わりの中で自己を主張し，自己を創造という手段
で社会化し，その社会化の過程でのみ自己を確認し，かつ完結させようとする
存在と位置づけられる。この創造という手段において もっともエキサイテン
グな手段が事業創造であると思われる。多くの企業はマルチメディアに対応し
て，その変化の方向を探索し，新たな戦略を模索しようとしている。その戦略
は大きく 2 つに分けられる。新商品・サービスそのものを新たに創造しようと
いう「プロダクト戦略」と，商品・サービスのための場を構築しようという「プ
ラットフォーム戦略（スタンフォード大学今井賢一教授） J がある。特に政府，
公共機関ではなく，企業がその形成の中心的存在であるときは「ビジネスプラッ
トフォーム戦略」とし寸表現が適当であると思われる。
ビジネスプラットフォームは商品・サービスを創造しようとする活動に基準
を与え，過去の創造の評価を通じて企業活動に正当性・合理性を与える。この
点でプラットブオームの要件を十分に満たす存在である。また，ビジネスプラッ
トフォームの与える基準は，参加企業の人事考課へ反映し人材育成を促し，能
力評価の客観化を通じて労働市場の形成，人材の再配置に影響する。
ビジネスプラットフォームの 2類型
他社の事業活動および顧客の消費活動に対してビジネスプラットフォーム
（場）を創り提供するのが，ビジネスプラットフォームの機能である。プレイ
ヤーをゲームに参加させるのである。このビジネスプラットフォームは 2つあ
る。コンセプト型とニーズ型である（寺本，清家， 1996）。
コンセプト型ビジネスプラットフォームは提供者（提供企業）のコンセプト
で創られる。例えば，ディズニーランドはこの典型である。ウオールト・ディ
ズニーのコンセプトで創られている。夢（ウオールトが万人の夢と信じる）の
国である（ディズニー，）。ニーズ型ビジネスプラットフォームは事業活動者お
よび顧客のニーズに応えて創られる。例えば新興住宅地に隣接した遊園地で，
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お客が「宙返りコースター」を望めば，すぐ導入するといった顧客ニーズ主導
の遊園地である。当然のごとく，お客の好みで次々施設は変更，更新されるこ
とになる。
ビジネスプラットフォームは，企業にとっても自らの戦略変革，組織変革の
ための学習の手段でもある（注7 ）。
企業がビジネスプラットフォームを創り，その場で「多くの企業，クリエー
ターに自由にビジネスと競争を展開させる」という構想がビジネスプラット
フォーム形成の動機であり 戦略となっている。ビジネスプラットフォームが
できた結果，それがマルチメディア事業のインプラストラクチャーになって，
多くの企業を呼び寄せ競争と創造が始まる。組織間関係において企業内外で双
方向の学習，創造が起こる。このビジネスプラットフォーム，または一般的な
プラットフォームは社会の多様化とともに多様な形で社会の多くの側面に登場
する。多くのプラットフォームが社会の中に存在し，個人，家族，企業は自由
に時間をきり分けてそのビジネスプラットフォーム内で活動することが考えら
れる。
ビジネスプラットフオームと事業活動
前出したようにマルチメディア化，情報通信における双方向化の進展は，事
業活動における主体と客体を暖昧にしつつある。例えば ボランティアは事業
の主体であると同時に客体でもある（削）。
彼らは，場（プラットフォーム）を共有し，商品・サ←ビスをその場に投げ
込む。その知識と行動はある集団で共有され，その知識，行動様式は一種の極
めてローカルな文化とでも呼べるもので 知識はその解釈と創造・編集が独特
の感性・共有体験・文化的排他性を持つがゆえに，独占的に使用される。この
ような集団は，かつての集団が縛られてきた地域性の枠を超え，横断的・文化
（知識）的枠によって捉えられ，容易に世界的広がりを持つ。この集団内では，
商品・サービスの提供と使用は，独占的・共有的知識無しには困難である。独
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内的で、あるがゆえに提供と使用の関係者は限定される。主体と客体に係わる者
は限定されるがゆえに，ー一般的な商業活動・生産活動における高い専門的熟練
を多くの場合必要としない。したがって，主体と客体は暖昧になり，一般的な
「事業者が主体的に活動する場J としての「事業」概念では，ボランティア，コ
スプレ等のプラットフォーム・商品・サービスの提供と使用の場はとらえがたい。
ここで本稿では従来の主体者が特定かっ固定的である「事業J 概念に，より
「ルース」にプラットフォーム，商品，サービス創造の場をも説明するために，
事業概念の拡張を試み，「事業とは物的，情報的な付加価値の創造が行われる行
為自体とそれにに対する経営行為」と規定する。プラットフォーム等での一連
の創造活動を「事業創造J，それが過去にない新たな創造を伴うとき「新事業創
造」と規定する。したがって 本章においては 上記の表現は一般に使用され
るときに比較して，以下のように，極めて拡張的であるが固定的な用語として
限定的に用いる。
事業は「どこまでが企業でどこまでが市場か分からない」といった場で行わ
れている消費者・企業混合事業（混合事業）が増加している。そうして，混合
事業の割合が多い企業ほど成長する可能性が大きい。さて 商品完結性という
概念を提示しよう。これは商品コンセプトが消費者とメーカーのどちらによっ
て左右されるかを説明する概念である。これは商品の売れ行きを決定する知識
を企－業とコンシューマがシェアするとの考えに立つ概念である。コンシューマ
にとってレディメードは完結性は低く，オーダーメードは一般に完結性は高v~o
企業にとってはその逆である。これは，商品価格が成長できる状況であったバ
ブル経済までは成立できたが，バブル経済の破綻とともに 深刻な不況をもた
らした。
また，企業は最終財企業と中間財企業（素材企業も含む）で規定しうる。最
終組立を企業のコアテクノロジーとするトヨタ自動車（最終財企業）は，商品
完結性の多くを部品企業（中間財企業）の研究開発に依っている（清家， 1995b）。
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これがコンカレントエンジニアリング（トヨタはフロントローディングと呼ん
でいる）である。部品企業の提案型部品開発に依存する「承認図方式」ではト
ヨタ本体の商品完結性は一般に低下する。このように考えていくと，商品完結
性はコンシューマと最終財企業と中間財企業の 3社で規定される概念である。
日本においては， 1980年代，大企業において，商品の完結性が低下した。こ
の結論は，自動車工業会 電気部品工業会等のデータを解析したことによるも
のである（清家， 1995a）。中間財生産企業の成長と，最終財生産企業の成熟が
顕著な80年代の特色であり。 90年代の低成長期には 最終商品が急激に消滅す
る方向にある。商品コンセプトが消費者とメーカーのどちらによって左右され
るか分からなくなっている。商品の売れ行きを決定する知識を企業とコンシュー
マがシェアするのである。「どこまでが企業でどこまでが市場か分からなしリと
いった場で行われている消費者・企業混合事業（混合事業）が21世紀の中心事
業である lザ能性が大きい。この混合事業ほど 企業における事業支援機能の構
築は困難で，必要な事業支援の調達能力が成長を左右することになる。
また，売上は事業数に相関すると考えられるから，急成長企業ほど広範囲に
事業が展開することになる。生産過程分業型企業から事業支援構造型企業への
変化を考慮すれば，企業の多角化戦略，異業種進出，国際戦略のパラダイムは
すべて再構築される必要がある。この変化を認識していれば， 90年代後半の世
界，全業種にわたる米国大企業の成功は再評価されなければならないかもしれ
ない。
世界の企業システムはグローパルスタンダードとの互換性を確保し，自らの
システムのグローパルスタンダード化もはかっていかねばならない。マルチメ
ディア化以前の製造業中心の経済において，競争優位は，生産における希少資
源を内部組織内で支配下におき，他社には使わせないことによって達成された。
これに成功したのが70年代までの米国企業であった（60年代米国型モデル）。こ
れに対して，希少資源の支配を組織間関係（周辺企業）まで拡張し，長期的関
係を編成原理にし，成功したのが80年代の日本企業であった（80年代日本型モ
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デ、ル）。
マルチメディア化が進展する経済においては米国型 日本型の両モデ、ルが適
合的ではないと考えられている。その経営資源，特に希少経営資源として”知
識”の存在が問題とされるのが，マルチメディア化が進む経済である。知識は
外部に公開し，その保有する知識がよりかけ離れた異質な知識と結合させたと
きに，より大きな成功を関係企業にもたらすことが 90年代広く知られるよう
になった。
ソフト化の進む情報機器，情報家電，通信等の産業では，自社ですべての製
品を開発しようとする60年代米国型モデ、ルの戦略 80年代日本型モデルの系列
ですべての開発を行うといったどちらの戦略ととも異なっている。前出のマイ
クロソフト社の成功がその典型例であるといわれる。 MS-DOS, WIND 
OWS95 といったパソコンのOs （オペレーションシステム＝基本ソフト）
等のみに資源を集中投入することでパソコンO S については圧倒的なシェアを
獲得する。パソコンにおいては補完する他社製品と自社製品を組み合わせて使
うことを前提とした戦略が大きな成功を収めたのである。その結果，収穫逓増
の経済がその説明原理として登場した。
最終製品と自社製品との接続仕様を公開し，これが前出のビジネスプラット
フォームとなり，補完製品企業を競争的に参入させる場となる。ビジネスプラッ
トフォームの場に参加する企業に，競って自社の製品と互換性を持つ補完製品
を開発させ，最終製品をにおける成功を促す。この結果，自社の知識の枠を超
えた応用を，世界中の同業，異業を問わない多くの企業が，自由かつ柔軟に行
うことを可能にする。この結果当該企業は必然的に専業化する。専業企業では，
多角化企業に比較して，意思決定は単純化され，意思決定過程は短縮される。
このことが企業の意思決定速度の加速につながり 速度の経済をもうー」つのそ
の支配原理とさせる。つまり「収穫逓増の経済」と「速度の経済」は一体化し
ているのである。自社の製品をめぐる補完製品群を体系的に組織化することに
成功した企業がマイクロソフト，インテル等で、ある。マイクロソフトには世界
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中の企業がよってたかつて付加価値を付けてくれた。 60年代のGM （ジェネラ
ル・モータース）や80年代のトヨタ自動車のような自社や系列の企業に付加価
値のすべてを取り込もうとする戦略ではこうはし 3かない。
上記がビジネスプラットフォーム創造の意味とその場における支配原理であ
る。次にこの場についてメディア産業における鋭利事例を考察してみよう。
ビジネスプラットフォームの積層
ビジネスプラットフォーム創造の事例は，世界的に著名なガラス芸術の作家
野沢秀敏氏（迎賓館のガラス装飾すべてをデザインする）の「食事に関する場J
＝「食事儀」にみることができる。これは日本放送協会の加藤和郎チーフプロ
デ、ューサーが野沢氏の「食事に関する場J ＝食事文化の概念に構造を与えたも
のであるが，食事文化自体が食事文化の階層を構成しているというものである。
食事文化は「衣・食・住・遊」の 4極で文化世界を作る。この文化世界の平
面が重なって「食事儀J を構成する。最下層に貧民の食事文化があり，！｜買に階
層的に上がっている。最上層に王室の食事文化がある。平均が大衆面である。
この面は今井賢一のプラットフォーム概念を拡張してビジネスプラットフォー
ムと規定できる（清家彰敏， 1998）。つまり，食事儀はビジネスプラットフォー
ムという面の層積で”球”を構成している。この面の広さはその文化に関わる
人口に相当する。多くの人は気づかないが，面ごとに網羅的にすべての物，知
識，行動，用語が異なっている。国，民族によっては言語さえ異なっている。
日本でも皇室と食事を共にすれば，大きな食事文化のギャップに驚d博する。
現代の成熟化した市場（以下，成熟市場）は，ある完結した知識群（これは
文化という概念に似ている）に対応している。現代では，成熟市場＝成熟産業
＝文化なのである。例えば”食事”文化は知識の集まりである。この食事文化
を抜きにして，商業・サービスも，製造（料理）も成立しない。
さて，商品は「従来の文化を壊すもの」と「新しい文化を生みだすもの」と
99 (287) -
「従来の文化を前提にするもの」と 3種類に分類できる。文化破壊商品，文化創
造商品，文化支援商品である。 1950, 60年代，多くの家電製品は，従来の主婦
の文化を次々破壊し，急成長した。多くの主婦は，旧い文化，阻習にうんざり
していたので，破壊される文化に喝采をおくった。ところが，次々破壊され，
商品に付随した知識が脈絡なく周辺に溢れると人間は落ち着かなくなる。喝采
がさめたころ「核家族の文イんが多くの家庭に受け容れられたのはこのためで
ある。この核家族とし寸文化を創造したのが「団地J といった商品かもしれな
い。破壊と創造は表裏一体である。まったく破壊だけという家電商品も少ない。
新商品は必ず、新しい知識をともない，その知識は，なにかの文化の構成要素と
なる。しかし，周辺の知識との脈絡が乏しい知識は，文化を破壊する可能性が
大きく，脈絡が豊かな知識は文化を創造すると規定できる。文化支援商品は文
化の破壊にも創造にも関係が少ないと規定しよう。
レストランでのフルコースの食事は，テーブルマナー，会話のルール，服装
といった多くの知識の集まりである。これらの知識は，セットになって意味を
もっ完結された知識群である。繋がりのない知識にしたがって，食事をすると
恥をかく。ソパを食べるといった時，音を立てることは重要な知識であり，美
味しさを増す。ところが，スープを食べるとき，音を立てることは厳禁である。
食事を不味くする。これが「食事儀J の支配原理である。この食事儀の面と面
を比較することで新しい事業を創造しうる。例えば皇室の面にあるマナー，料
理等を他の面に「移転J すれば，新たな創造がおこる。ビジネスを創造するこ
とになる。これが野沢の事業創造である。
さて，このビジネスプラットフォームの階層はポケットモンスターといった
ゲームの世界でも存在する。それは任天堂の「ゲームボーイ」の面と「ファミ
コン64」の面の間でも存在し，知識移転で事業を創造しうるのである。ここで
はゲームボーイというビジネスプラットフォームと 64 というビジネスプラット
フォームという 2つの面がバーチャルに創られていると規定できる。
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5. 意思決定と組織間構造の新たな展開
I B Mは大規模なリストラクチャリングを行った。これは製造部門だけでは
価値の 5分の l (1000億円： 4000億円）しか得られないことに気づいたからで
ある。しかし，サービス部門と製造部門のどこを社内に残すべきか，どこをリ
ストラすべきか， I B Mも分からない。なにしろ初めての体験である。その結
果， I B Mはやみくもに混乱した論理でリストラを行うことになった。しかし，
結果として成功し 優良企業として生き残った。この傾向は米国の大企業全体
に及び，米国はリストラがブームとなった。その結果，米国はリストラと組織
間関係が大規模に行われることになった。
米国では，大規模な組織のリエンジニアリング，ダウンサイジングによって，
技術者，研究者まで，企業外ヘ排出されている。企業内の人材とアウトソーシ
ングが代替的存在として，広く認識されている。さて，企業外に排出された人
材はアウトソーシングの対象として新たに組織間関係でネットワークされる。
米国型系列である。この米国型系列”個人”，企業は，再度，企業内の人材の代
替的存在として機能し，その結果，新たな人材の企業外への排出が起こる。こ
の繰り返しは限りなく続く可能性があり，企業は限りなくダウンサイジングさ
れ，限りなく人材が排出されるかのようである。彼らの多くはインターネット
で結ぼれており，この米国型系列を「インターネット系列（清家彰敏）」と呼ん
でいる。
インターネット系列化は，人事機能が米国において今後最大の職能になるこ
とを示している。しかし人事部門の機能は基本的に企業内にとどまる。終身
雇用，ジョブローテーションを社外へ適用する「出向制度」が日本にはあるが，
社外へは基本的に人事機能は及ばない。この環境の中で，企業の戦略的課題と
して， 21世紀社会の最大の要請，環境との調和への研究開発，事業創造が行わ
れなければならない。この問題は戦略と人事との統合概念で 解決すべきと考
えており，これを人事機能の拡張として，「戦略人事」と称している。人事は経
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営機能の内，本来的に組織間関係で機能しがたい職能である。しかし，米国の
現状は人事機能が いかに組織間関係産業組織に及ぶかが関われている。も
し，経営者，経済，経営学がこの答えを書けなければ，それは，より高い社会
コストでもって公共的に処理されるか 社会的非効率と拡散を覚悟してボラン
タリー的に処理する「中世社会型」解法に依らなければならない。
この戦略と人事の統合としての「戦略人事」，その最大課題としての事業創造
への要請は日欧でも同様である。 1990年代，経済停滞を経験した日欧は，その
文化的，民族的要因も加わり，より大きな課題を抱えている。
21世紀，日米における最大の関心は人事問題である。米国においては大企業
のダウンサイジングが急速に進展し，多くの個人が解雇されている。それが従
来のような労働市場による人材のプールといった構図をとらず，解雇された大
企業の周辺にアウトサイジングの対象として，個人および集団がネットワーク
されるといった構造を生じている。これは 米国型”系列”といった新たな組
織間関係と理解しうる存在である。
6. 今後の組織間関係と意思決定
福川伸次（元通商産業省事務次官）他によれば，グローパルスタンダードへ
の要請は情報技術の革新と連動している。情報技術革新が進んだ結果，時間と
距離と場所が超越され，世界中の企業でもっとも有利な企業経営が必然的に選
択されることになる。この中でそれぞれの企業は，日常から競争条件はできる
だけ共通にしておこうとし 政府も貿易システムや基準認証などを共通化しよ
うと試みることになる。この結果，産業についてのグローパルスタンダードが
産業基盤として求められることになる。福川によれば，スタンダードは形成，
運営，貢献の 3 つの作業をともなう。
世界企業にとって 21 世紀初頭はスタンダード戦略が中心になると思われ，
グローパルスタンダード戦略の重要性を説く論文が世界中に溢れている。スタ
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ンダードは多くの利点を持っている。競争企業問で重複投資が避けられ，世界
の資源を効率的に配分でき，消費者が異なるスタンダードを買わされることに
よる多くの不利益を事前に避けることができる。かつて ビデオテープ市場で
VH S ，ベータ一方式が混在して困った経験を持つ消費者は多い。両方式を買
わされた人もいる。両方式以外にヨーロッパにはまた別の方式PA L があった。
G E 社， I B Mがサービスで急成長したのはこの非製造業での成長戦略であ
る。肝心なのは成熟である製造をどう生きるかである。その一つの戦略が企業
論理の発想転換である。
グローパルに再編成されようとしている世界の企業は，今後日本型と米国型
（リエンジニアリング）を統合する形で再編成されていくことになると思われ
る。そのモデルはソニー， トヨタ GE マイクロソフト・インテル連合等に
求められるが，最大の基準は環境，市場，社会との共存，社会の問題解決の主
体としての組織間関係であろうと思われる。
電機会社が次々カンパニー制に移行している今，ソニー型の「カンパニー制
を中核とした事業創造を中心原理とした組織間関係」が主流に成るとも考えら
れる。
7. 結語
市場概念で説明しうる市場は極めて理念的には存在しうるが，現実的には産
業，企業経営は組織構造でその多くが説明される。ハイエク等の市場経済と競
争の概念が論じられる中，理念的概念としての市場と企業組織の聞を分析する
概念としての組織間関係を問題とした。市場の組織化と経営戦略に関する概念
として，もっとも政治，経済的に議論されるのはスタンダード，特にデファク
トスタンダードを取り上げ，広範囲な空間的・時間的被覆をその意思決定の対
象とするスタンダード，それに対して，ビジネスプラットフォーム（清家， 1998)
を局在する空間・時間的存在として分析とした。デファクトスタンダード等の
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スタンダード戦略，より具体化した小売等の販売におけるビジネスプラット
フォームは今後，その社会，経済的役割を補完的かつ競争的に果たしながら，
意思決定過程と組織間関係を規定していくと思われる。
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注
注 l 供給主体間での競争はカルテルによって押さえられた。その結果，需要主体間の競争
へと経済構造は変化した。石油経済は 10倍を超える規模になり，石油の総価値は他の経営
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資源に比較して桁外れの拡大となった。
注 2 多くの経済における盛衰はこの軸の転換で説明できる。商品・サービスは多くの要件
の総和として価値を形成し，それに価格が付けられる。その要件はそれぞれ，また価格で
評価される。この要件は横断的にそれ自体の市場と流通の経済を構成している。このそれ
自体の経済の総価値の相対的変動をもたらすのが戦略の軸の転換である。
注 3 米国はソフトの供給側に多くの制約（著作権他）を構築し，供給側の競争を制約し，需
要側の競争を喚起した。
注4 90年代はそれまでの80年代の戦略の軸であった「ハード」の軸が「ソフト」に転換し
たことを意味している。 80年代以降，米国はソフトの市場を世界に先駆けて創り上げた。そ
の結果，それまで開発費用の対価さえ獲得できなかった原価割れのソフトの価格は高騰し，
ソフト経済が米国を中心として形成された。
注 5 たとえば友達にノートを借りる際に，彼に忘れられてしまったという場合を考えてみ
ょう。「彼がJ 持ってきてくれるはず、だ、ったにもかかわらず彼は忘れてくるのである。ここ
での最大の原因はやはり，「欲しがらない人に仕事をさせたJ ことにあると考えられる。ノー
トは私が欲しいのであって，彼はすでおに持っているから要らない。このように，仕事がし h
いかげんになるかどうかの要因は， 一番欲しがっている人に仕事をやらせるかどうか，に
こそかかっているのである。
それを仕事の方法に活かせたのが「前工程引き取り J のシステムであり，ここにこそカン
パン方式の本質があるのである。
注 6 米国におけるスタンフォード大学が創造したシリコンバレーは，ビジネスプラット
フォームの20世紀における最大の成功例である。また，ディズニーランドも多くのビジネ
スをその場に創造した。日本における茶道，華道もビジネスプラットフォームである。「寺J
と「門前町J はビジネスプラットフォームとビジネスの関係である。「四国88 カ所J （ビジ
ネスプラットフォーム）と「お遍路J （ビジネス）はディズニーランドに匹敵するビジネス
プラットフォームである。「月旅行」というビジネスプラットフォームを立ち上げた J. F. 
ケネディは1960年代宇宙産業（ビジネス）の熱気溢れる場を創り出した。「二科展J という
表彰制度はビジネスプラットフォームとして 100年間美術関連産業を活性化，創造し続けて
きた。多くのビジネスを競争的に集めることができるコンテンツは その多くがビジネス
プラットフォームになりうる。
注 7 デジタル・ゲーム産業を考察する。デジタル・ゲームで遊んで、いる人々，ゲームを創
造して提供している人材の様子を見るといずれも極めて自然体である。「子供は原っぱで遊
べ」といった教条的な意見で彼らを観察，批判することもできるが，積極的に肯定するこ
とも選択肢の一つで、ある。このデジタル・ゲームに関わる産業には人材が急速に集まって
きており，将来を担う若者たちのヒーローとも呼べる人材が生まれてきている。
注 8 コスプレ族（コスチューム・プレイ＝アニメ等の主人公と同じ服装をして，楽しむ同
好グ、ループ）においても，主体と客体は区別できない。
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